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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期
連結累計期間

第64期
第１四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 8,112,021 7,733,800 30,340,572

経常利益 （千円） 1,469,806 1,403,686 4,292,832

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,241,279 1,050,541 3,367,692

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,361,528 1,058,589 3,456,542

純資産額 （千円） 19,411,761 22,015,280 22,185,283

総資産額 （千円） 28,579,130 29,931,222 30,431,300

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 57.40 46.61 151.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 55.77 46.39 148.76

自己資本比率 （％） 67.4 72.9 72.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、各国・地域間の貿易摩擦拡大が懸念されるも、米国や欧州では

設備投資の拡大や雇用情勢の改善、個人消費の増加を背景に堅調さを維持しました。わが国経済においても設備投

資や輸出が底堅く、緩やかな回復基調が続きました。

このような状況の下、当社グループは３ヵ年中期経営計画（平成30年３月期～平成32年３月期）を踏まえ、経営

基盤の強化と収益の拡大を図ってまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高7,733百万円（前年同四半期比4.7％減）、営業利益

1,347百万円（前年同四半期比7.0％減）、経常利益1,403百万円（前年同四半期比4.5％減）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益1,050百万円（前年同四半期比15.4％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

［テストソリューション事業］

全体としては順調に推移しましたが、個別には、スマートフォン向けのＮＡＮＤ用ソケットの需要が落ち込んだ

ことと、国内外主要顧客の生産調整等の影響を受けました。

その結果、売上高3,633百万円（前年同四半期比12.5％減）、営業利益809百万円（前年同四半期比35.0％減）と

なりました。

 

［コネクタソリューション事業］

産業機器向け、通信機器向けコネクタ製品の売上が順調に推移したことと、原価低減活動により損益面での改善

が進みました。

その結果、売上高3,778百万円（前年同四半期比5.9％増）、営業利益526百万円（前年同四半期比123.5％増）と

なりました。

 

［光関連事業］

光通信機器向けや産業機器向けフィルタ製品など高付加価値製品は堅調に推移し、生産面での改善等を実施しま

したが、一部製品で生産調整の影響を受けました。

その結果、売上高322百万円（前年同四半期比18.1％減）、営業利益14百万円（前年同四半期比62.0％減）とな

りました。
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(2）財政状態の状況

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っております。

 

①資産

当四半期連結会計期間末における流動資産は17,538百万円となり、前連結会計年度末に比べ264百万円減少いた

しました。これは主に、売上高の増加により受取手形及び売掛金が722百万円増加したものの、自己株式の取得及

び剰余金の配当により現金及び預金が1,167百万円減少したことによるものであります。固定資産は12,391百万円

となり、前連結会計年度末に比べ235百万円減少いたしました。これは主に、保有株式の時価下落により投資有価

証券が165百万円減少したことによるものであります。

この結果、総資産は29,931百万円となり、前連結会計年度末に比べ500百万円減少いたしました。

 

②負債

当四半期連結会計期間末における流動負債は6,625百万円となり、前連結会計年度末に比べ238百万円減少いたし

ました。これは主に、賞与引当金が229百万円減少したことによるものであります。固定負債は1,290百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ92百万円減少いたしました。

この結果、負債合計は7,915百万円となり、前連結会計年度末に比べ330百万円減少いたしました。

 

③純資産

当四半期連結会計期間末における純資産合計は22,015百万円となり、前連結会計年度末に比べ170百万円減少い

たしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益が1,050百万円となったものの、剰余金の配当678百

万円があったこと及び取締役会決議による自己株式の取得により自己株式が566百万円増加したことによるもので

あります。

この結果、自己資本比率は72.9％（前連結会計年度末は72.4％）となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、231百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、部品・材料の購入費用のほか、製造費、販売費及び一般管理費

等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資等によるものであります。

当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資等につきましては、自己資金

及び金融機関からの長期借入を基本としております。

なお、当第１四半期連結会計期間末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は3,507百万円と

なっております。また、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は6,021百万円となって

おります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,329,775 同左
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数　100株

計 23,329,775 同左 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 23,329,775 － 10,084,103 － 1,623,633

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,026,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,296,700 222,967 －

単元未満株式 普通株式     6,775 － －

発行済株式総数 23,329,775 － －

総株主の議決権 － 222,967 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数38個が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

山一電機㈱
東京都大田区南蒲田

二丁目16番２号
1,026,300 － 1,026,300 4.39

計 － 1,026,300 － 1,026,300 4.39

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,188,866 6,021,215

受取手形及び売掛金 ※ 5,075,232 5,797,783

電子記録債権 724,178 660,705

商品及び製品 1,579,760 1,528,330

仕掛品 208,301 226,828

原材料及び貯蔵品 1,678,423 1,794,038

その他 1,365,786 1,529,821

貸倒引当金 △18,069 △20,366

流動資産合計 17,802,479 17,538,356

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,764,346 2,789,279

機械装置及び運搬具（純額） 1,765,945 1,942,140

工具、器具及び備品（純額） 1,370,172 1,323,067

土地 3,373,252 3,376,066

リース資産（純額） 29,631 26,762

建設仮勘定 448,136 243,738

有形固定資産合計 9,751,484 9,701,055

無形固定資産 121,016 118,317

投資その他の資産   

投資有価証券 1,540,759 1,375,563

繰延税金資産 147,752 142,933

退職給付に係る資産 777,695 774,183

その他 373,569 366,768

貸倒引当金 △84,674 △86,958

投資その他の資産合計 2,755,101 2,572,490

固定資産合計 12,627,602 12,391,862

繰延資産 1,218 1,003

資産合計 30,431,300 29,931,222
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,675,748 1,801,842

1年内償還予定の社債 35,000 35,000

短期借入金 2,435,734 2,414,014

未払法人税等 634,955 460,064

賞与引当金 519,631 290,390

役員賞与引当金 － 20,000

その他 1,562,023 1,603,779

流動負債合計 6,863,093 6,625,090

固定負債   

社債 22,500 22,500

長期借入金 918,294 826,203

役員退職慰労引当金 45,356 44,459

退職給付に係る負債 20,933 23,366

資産除去債務 20,055 20,170

繰延税金負債 100,772 118,540

その他 255,011 235,611

固定負債合計 1,382,924 1,290,851

負債合計 8,246,017 7,915,941

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,084,103 10,084,103

資本剰余金 1,814,155 1,813,904

利益剰余金 10,961,019 11,332,974

自己株式 △605,140 △1,171,236

株主資本合計 22,254,138 22,059,746

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 676,789 568,299

為替換算調整勘定 △777,554 △665,409

退職給付に係る調整累計額 △131,935 △130,573

その他の包括利益累計額合計 △232,700 △227,683

新株予約権 51,362 67,703

非支配株主持分 112,482 115,514

純資産合計 22,185,283 22,015,280

負債純資産合計 30,431,300 29,931,222
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 8,112,021 7,733,800

売上原価 5,123,912 4,860,154

売上総利益 2,988,109 2,873,645

販売費及び一般管理費 1,539,973 1,526,291

営業利益 1,448,135 1,347,354

営業外収益   

受取利息 1,544 2,500

受取配当金 10,716 11,358

為替差益 16,361 45,118

スクラップ売却益 6,970 9,091

助成金収入 666 659

その他 7,384 5,506

営業外収益合計 43,644 74,235

営業外費用   

支払利息 8,339 10,259

持分法による投資損失 7,002 2,413

その他 6,632 5,231

営業外費用合計 21,974 17,903

経常利益 1,469,806 1,403,686

特別利益   

固定資産売却益 134 78

特別利益合計 134 78

特別損失   

固定資産売却損 1,023 －

特別損失合計 1,023 －

税金等調整前四半期純利益 1,468,916 1,403,764

法人税、住民税及び事業税 251,312 282,012

法人税等調整額 △24,356 70,370

法人税等合計 226,956 352,382

四半期純利益 1,241,960 1,051,381

非支配株主に帰属する四半期純利益 680 840

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,241,279 1,050,541
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 1,241,960 1,051,381

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 48,781 △108,489

為替換算調整勘定 66,907 121,054

退職給付に係る調整額 967 1,361

持分法適用会社に対する持分相当額 2,912 △6,718

その他の包括利益合計 119,568 7,207

四半期包括利益 1,361,528 1,058,589

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,361,389 1,055,557

非支配株主に係る四半期包括利益 139 3,031
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36

号　平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を平成30年４月１日以後適用し、従業員等に

対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに

従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与し

た取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

また、前連結会計年度は遡及処理後の数値を記載しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※　債権流動化による売掛債権譲渡高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形及び売掛金（売掛金） 67,015千円 －千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 368,270千円 351,015千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 432,466 20.00  平成29年３月31日  平成29年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 678,586 30.00  平成30年３月31日  平成30年６月28日 利益剰余金
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２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成30年２月23日開催の取締役会決議及び平成30年５月25日開催の取締役会決議に基づき、自己

株式334,400株の取得を行い、当第１四半期連結累計期間において自己株式が582,953千円増加しておりま

す。また、新株予約権の行使に伴い自己株式18,300株の処分を行い、当第１四半期連結累計期間においてそ

の他資本剰余金が250千円、自己株式が16,857千円減少しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間末において資本剰余金が1,813,904千円、自己株式が1,171,236千円

となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日 至　平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
テストソリュー
ション事業

コネクタソ
リューション事
業

光関連事業 計

売上高       

外部顧客への

売上高
4,150,821 3,567,778 393,422 8,112,021 － 8,112,021

セグメント間

の内部売上高
－ － － － － －

計 4,150,821 3,567,778 393,422 8,112,021 － 8,112,021

セグメント利益 1,245,681 235,439 37,827 1,518,949 △70,814 1,448,135

（注）１．セグメント利益の調整額は、連結調整額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日 至　平成30年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
テストソリュー
ション事業

コネクタソ
リューション事
業

光関連事業 計

売上高       

外部顧客への

売上高
3,633,078 3,778,409 322,312 7,733,800 － 7,733,800

セグメント間

の内部売上高
－ － － － － －

計 3,633,078 3,778,409 322,312 7,733,800 － 7,733,800

セグメント利益 809,249 526,153 14,367 1,349,770 △2,415 1,347,354

（注）１．セグメント利益の調整額は、連結調整額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 57円40銭 46円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,241,279 1,050,541

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
1,241,279 1,050,541

普通株式の期中平均株式数（株） 21,623,337 22,535,410

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 55円77銭 46円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 629,901 106,093

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成30年８月９日

山一電機株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　健一郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹内　　　聡　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山一電機株式会
社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成
30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山一電機株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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